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○犬山市立図書館管理規則  

平成２年９月 25日教委規則第３号  

改正  

平成３年３月 25日教委規則第１号  

平成４年３月 30日教委規則第 11号  

平成６年２月 25日教委規則第６号  

平成９年２月 28日教委規則第１号  

平成 17年９月１日教委規則第２号  

平成 18年３月 27日教委規則第１号  

平成 18年 10月 24日教委規則第４号  

平成 22年３月 25日教委規則第４号  

平成 25年２月 28日教委規則第４号  

平成 31年１月 10日教委規則第１号  

令和３年２月１日教委規則第１号  

犬山市立図書館管理規則  

（趣旨）  

第１条  この規則は、犬山市立図書館の設置及び管理に関する条例（平

成２年条例第 18号）第９条の規定に基づき、犬山市立図書館（以下

「図書館」という。）の管理及び運営について必要な事項を定める

ものとする。  

（開館時間及び休館日）  

第２条  図書館の開館時間は、午前 10時から午後６時までとする。  

２  図書館の休館日は、次に掲げるとおりとする。  

(１ ) 月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第

178号）に規定する休日の場合は、その日後においてその日に最も

近い休日でない日）  

(２ ) １月１日から同月３日まで及び 12月 28日から同月 31日まで  

(３ ) 特別整理期間（年１回 15日以内において館長が定める期間）  

３  前２項の規定にかかわらず、館長が特に必要と認めるときは、教

育長の承認を得て開館時間を変更し、又は臨時に休館することがで
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きる。  

（入館の制限）  

第３条  館長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者に対

し、入館を拒否し、又は退館を命ずることができる。  

(１ ) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められる者  

(２ ) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑となる物品若しくは動

物の類を携行する者  

(３ ) 伝染性疾患のある者  

(４ ) その他図書館の管理上支障があると認められる者  

（館内利用）  

第４条  図書館資料（以下「資料」という。）を館内で利用する者は、

指定された場所において当該資料を利用しなければならない。  

２  館内において同時に利用できる資料の数は、１人 10点以内とする。

ただし、特別の理由により館長の承認を得たときは、この限りでな

い。  

（個人の館外利用）  

第５条  資料の館外利用ができる者は、愛知県及び岐阜県に居住する

者でなければならない。ただし、館長が特に適当と認めた者は、こ

の限りでない。  

２  資料の館外利用をしようとする者は、あらかじめ犬山市立図書館

貸出登録申込書（様式第１又は様式第２）を館長に提出し、図書館

カード（様式第３。以下「カード」という。）の交付を受けなければ

ならない。  

３  館長は、カードの交付にあたって必要があると認めるときは、居

住を証明するに足る書類の提示を求めることができる。  

４  カードを亡失若しくはき損し、又はその記載事項について変更が

あったときは、速やかに、犬山市立図書館カード亡失等届（様式第

４）を館長に提出し、カードの再交付又は訂正を受けなければなら

ない。  

５  カードは、他人に譲渡し、若しくは貸与し、又は不正に使用して
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はならない。  

（個人の館外利用の手続等）  

第６条  資料の館外利用をしようとする者は、カードを係員に提示し

て、その手続を行うものとする。  

２  個人が同時に館外利用できる資料の数は、１人につき 10点以内と

し、そのうち、図書及び雑誌については 10点、紙芝居については３

点、視聴覚資料については２点をそれぞれ上限とする。  

３  資料の館外利用できる期間は、 15日以内とする。  

４  前２項の規定にかかわらず、館長が特に必要と認めるときは、館

外利用できる資料の数又は期間を変更することができる。  

（団体の館外利用）  

第７条  資料を館外利用することができる団体は、市内に所在する官

公署の機関、社会教育、文化及び福祉関係の各種団体その他これら

に準ずる団体（以下「団体」という。）で、館長が適当と認めた団体

とする。  

２  資料を館外利用しようとする団体の代表者は、犬山市立図書館団

体館外利用申請書（様式第５）を館長に提出し、犬山市立図書館団

体館外利用許可書（様式第６。以下「許可書」という。）の交付を受

けなければならない。  

（団体の館外利用手続等）  

第８条  団体で資料の館外利用をしようとするときは、その代表者は、

許可書を提示して、その手続をするものとする。  

２  団体の同時に館外利用できる資料の数は、その構成員１人あたり

２点以内とし、合計 200点を限度とする。  

３  団体の資料の館外利用できる期間は、２月以内とする。  

４  前２項の規定にかかわらず、館長が特に必要と認めるときは、館

外利用できる資料の数又は期間を変更することができる。  

（障害者郵送貸出し）  

第８条の２  市内に住所を有する者で、身体に障害があり来館するこ

とが困難であると認められるものは、郵送による図書の貸出しを受
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けることができる。  

２  郵送による図書の貸出しに要する郵便料金の費用は、市が負担す

る。  

３  郵送貸出しのできる資料の数は、１人につき３点以内とする。た

だし、館長が必要と認めたときは、この限りでない。  

（館外利用の制限）  

第９条  貴重図書、辞書類、郷土資料、行政資料、新聞その他館長が

不適当と認めたものは、館外利用ができない。ただし、館長が必要

と認めたときは、この限りでない。  

（館外利用の停止等）  

第 10条  館長は、次に掲げる者に対しては館外利用を禁止し、又は停

止することができる。  

(１ ) 事実を偽ってカード又は許可書の交付を受けた者  

(２ ) カード又は許可書を改ざんし、又は他人に譲渡し、若しくは

貸与した者  

(３ ) 資料を利用期間内に返納しなかった者  

(４ ) 資料を亡失し、又は著しくき損した者及びこれらに伴う弁償

の責を負わなかった者  

（資料の複写）  

第 11条  資料の複写の申込みをしようとする者（以下「申込者」とい

う。）は、犬山市立図書館資料複写申込書（様式第７）を館長に提出

しなければならない。  

２  館長は、前項の複写の申込みを不適当と認めるときは、当該資料

の複写に応じないものとする。  

３  申込者は、複写に要する実費を負担しなければならない。  

４  複写に関し、著作権法（昭和 45年法律第 48号）に規定する一切の

責任は、申込者が負うものとする。  

（移動図書館）  

第 12条  図書館の広域的活用を図るため、図書館に移動図書館を置く。 

２  移動図書館は、自動車により市内を巡回し、図書の貸出しを行う。  
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３  第７条から第 10条及び第 12条の規定は、移動図書館に準用する。

この場合において、第６条第３項中「 15日以内」及び第８条第３項

中「２月以内」を「次回の巡回日」と読み替えるものとする。  

４  移動図書館の巡回場所、日程等は、館長が別に定める。  

（会議室等の利用）  

第 13条  館長は、図書館の業務に支障がない範囲において、会議室、

視聴覚室及びボランティアルーム（以下「会議室等」という。）を次

に掲げる者に専用利用させることができる。  

(１ ) 図書館事業に資する活動を行う団体  

(２ ) 国、地方公共団体その他の公共団体及び公共的団体  

(３ ) 地域の自治及び生活環境の向上を目的とした地縁に基づく組

織  

(４ ) その他館長が認める者  

２  会議室等を専用利用しようとする者（以下「利用者」という。）

は、犬山市立図書館会議室等利用申請書（様式第８）を、専用利用し

ようとする日の属する月の３月前の初日から当該利用日の前日まで

に、館長に提出し、犬山市立図書館会議室等利用許可書（様式第９）

の交付を受けなければならない。  

（利用許可の制限）  

第 14条  館長は、次の各号のいずれかに該当するときは、会議室等の

利用を許可しないことができる。  

(１ ) 営利を目的とするとき。  

(２ ) 政治又は宗教を目的とするとき。  

(３ ) その他会議室等の維持管理上不適当と認められるとき。  

（遵守事項）  

第 15条  利用者は、次に掲げる事項を守らなければならない。  

(１ ) 許可を受けた目的以外に利用しないこと。  

(２ ) 許可を受けた施設及び設備以外のものを利用しないこと。  

(３ ) 係員の指示に従い、善良な管理者の注意をもって当該会議室

等を利用すること。  
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(４ ) その他公益を害し、又は害するおそれのある行為をしないこ

と。  

（亡失等の届出）  

第 16条  図書館の利用者で、資料、施設及び備品を亡失、汚損、き損

等した者は、直ちに犬山市立図書館資料等亡失等届（様式第 10）を

館長に提出し、その指示を受けなければならない。  

（雑則）  

第 17条  この規則に定めるもののほか、図書館の管理及び運営に関し

必要な事項は、教育委員会が別に定める。  

附  則  

この規則は、平成２年 10月１日から施行する。  

附  則（平成３年３月 25日教委規則第１号）  

この規則は、平成３年４月１日から施行する。  

附  則（平成４年３月 30日教委規則第 11号）  

この規則は、平成４年４月１日から施行する。  

附  則（平成６年２月 25日教委規則第６号）  

この規則は、平成６年４月１日から施行する。  

附  則（平成９年２月 28日教委規則第１号）  

この規則は、平成９年４月１日から施行する。  

附  則（平成 17年９月１日教委規則第２号）  

この規則は、平成 17年 10月１日から施行する。  

附  則（平成 18年３月 27日教委規則第１号）  

この規則は、平成 18年４月１日から施行する。  

附  則（平成 18年 10月 24日教委規則第４号）  

この規則は、公布の日から施行し、平成 18年 10月１日から適用する。  

附  則（平成 22年３月 25日教委規則第４号）  

この規則は、平成 22年４月１日から施行する。  

附  則（平成 25年２月 28日教委規則第４号）  

この規則は、平成 25年４月１日から施行する。  

附  則（平成 31年１月 10日教委規則第１号）  
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この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（令和３年２月１日教委規則第１号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

様式第１（第５条関係）  
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様式第２（第５条関係）  

 

様式第３（第５条関係）  
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様式第４（第５条関係）  
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様式第５（第７条関係）  
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様式第６（第７条関係）  
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様式第７（第 11条関係）  
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様式第８（第 13条関係）  
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様式第９（第 13条関係）  
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様式第 10（第 16条関係）  

 


